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Ⅰ．はじめに
　インターネットの普及に伴い，企業情報を再利用可能な電子データとして流
通させる必要性が高まってきている。企業情報のなかで財務諸表は最も重要な
情報の一つである。このような財務情報を記述するための国際的な標準仕様が
「XBRL（eXtensible Business Reporting Language）」である。XBRLは各企
業の財務情報の利用者である投資家や金融機関，監督官庁などの間で，インター
ネットを通じて流通させ，処理のスピードアップや情報の再利用を促進しよう
とするものである。
　このようなXBRLは米国SEC（米国証券取引委員会）のEDGARや日本の         
金融庁によるEDINETなどの電子開示システムへ既に導入されている。わ
が国の金融庁が運用するEDINET（Electronic Disclosure for Investors’
NETwork）は，わが国の証券市場に上場する企業の有価証券報告書をはじめ
とする種の開示書類を，電子媒体によって提供する電子開示システムである。
　2005年の証券取引法（現金融商品取引法）の改正により，従来は紙媒体によっ
てのみ行われていた有価証券報告書等の書類の提出・受理といった一連の手続
きが電子情報処理を用いて行うことが可能になった。
　そして2008年３月11日から金融庁の新EDINETシステムが稼動し，４月１
日以降開始する事業年度にかかわる開示書類には，XBRLが導入されることに
なった。これによって従来，HTML形式で作成されていた提出データのうち，
財務諸表本体については国際的に標準化されたXBRL形式で作成，提出する
ことになった。
　しかしながら財務諸表データのXBRL化はまだごく限られた範囲のみで始
まったばかりであり，「EDINETタクソノミ」もさまざまな問題を抱えている。
そこで本稿では，XBRLのEDINETへの導入の現状を理解し，何が実現され
ていて何が実現されていないのか，現時点で抱えている課題は何か，今後どの
ような展開が考えられるのか，といったことを明らかにすることを目的とする。
　本論文の構成は，第Ⅱ節においてXBRLの基本概念について確認し，第Ⅲ
節においてはEDINETや「EDINETタクソノミ」について検討する。第Ⅳ節
においては，「企業別タクソノミ」の作成手順について述べ，第Ⅴ節においては，
こうした「EDINETタクソノミ」ないし「勘定科目リスト」の問題点，およ
びXBRL自体に内在する問題点を検討する。第Ⅵ節においては，「EDINETタ
クソノミ」の今後の課題について展望し，XBRLを導入することによるコスト
ベネフィットやその対象領域の拡大についても展望する。第Ⅶ節においては，
本稿をまとめた上で今後の課題を提示する。         
Ⅱ．XBRLの基本概念
　
（1）XBRLの意義　
　XBRL（eXtensible Business Reporting Language）は各種事業報告用の情
報を作成・流通・利用できるように標準化されたコンピュータ言語であり「拡
張可能な事業報告言語」と訳される。
　XBRLが開発された背景には，インターネットによる企業の情報開示の進展
がある。インターネットが普及する前には，企業情報を入手するためには紙媒
体による印刷物しかなかった。そしてその印刷された紙媒体を使って手作業に
より分析が行われた。
　しかし，今日のようにインターネットが普及し，企業情報をインターネット
から直接ダウンロードすることが可能になる。ただ，開示されている企業情報
がHTMLのような形式では，いったんダウンロードした情報を手作業によっ
て分析ソフトに再入力しなければならなかった。
　しかし，XBRLを用いると，意味づけされたデータがシステム間で電子的・
自動的に処理されるようになることが指摘される。以下，このXBRLについて
述べる（XBRL International, 2011a ; 2011b ; XBRL Japan, 2011 ; 嚄井 , 2009
などを参照）。
（2）タクソノミとインスタンス文書
　XBRLの構造は，「インスタンス文書」と「タクソノミ文書」に分かれている。
「インスタンス文書」とは，売上高や経常利益といったデータそのものを記した，
いわば財務情報の本体である。一方の「タクソノミ文書」は，勘定科目名や各
情報の表示方法，計算方法などを定義したものである。
　データ本体とは別に，項目の語彙や表示方法などをタクソノミ文書として定
義することで，同一のデータを異なる見方をしたり，異なる用途に利用するこ
とができることが指摘される。このことで，法律の改正によって勘定科目の計         
算方法が変わったり，様々な言語で財務情報を参照する場合でも容易に対応で
きるとされる。 現在，XBRLの各国組織が，国ごとの会計基準や用途に応じ
た「タクソノミ文書」を開発している。
（3）XBRL FRとXBRL GL
　現在，議論されているXBRLのタクソノミには大きく分類して２種類が
ある。決算や税務申告など，企業が財務情報を開示するための仕様「XBRL
FR（Financial Reporting）」と，企業内部の会計情報（総勘定元帳）を扱う
ための仕様「XBRL GL（General Ledger）」である。EDINETで用いられた
XBRLはXBRL FRである。本稿ではこのXBRL FRをタクソノミと表現して
いる。
 （4）タクソノミ
　「EDINETタクソノミ」は有価証券報告書の開示に使用するXBRL形式の財
務諸表のいわば雛型である。タクソノミにはタクソノミスキーマとリンクベー
スがある。
①　タクソノミスキーマ
　タクソノミスキーマではタグが定義される。XBRLのベースとなっている
XMLはタグを使って情報に意味をもたせることが特徴であるが，XBRLでタ
グを定義しているのがタクソノミスキーマである。XBRLで財務諸表を作成す
る場合には，勘定科目をタグとして定義することになる。
②　リンクベース
　リンクベースには，勘定科目の階層構造を示す「定義リンクベース」，勘定
科目の表示順序を示す「表示リンクベース」，勘定科目の計算方法を示す「計
算リンクベース」，勘定科目の表示名称を示す「名称リンクベース」，勘定科目
の参考文献を示す「参照リンクベース」がある。         
（5）インスタンス文書
　インスタンス文書は，対応するタクソノミで定義されたタグに沿って実際の
データを記述する文書である。財務諸表をXBRLで作成する場合には，イン
スタンス文書で財務数値，対象となる報告期間，金額単位などが設定されるこ
とになる。
　以上，XBRLの基本概念について述べた。XBRLは財務報告用のコンピュー
タ言語で，複式簿記システムの記録・分類・集計の仕組みを記述したものであ
る。複式簿記システムの仕組みや処理の仕方を記述する会計基準などの部分は，
XBRL FRの「タクソノミ」のなかに記述される。このXBRL FRの「タクソノミ」
に複式簿記・会計システムの知識が集約されているといえ，この部分が会計研
究との接点となる。
　それではEDINETではXBRL形式のデータはどのように作成されているの
であろうか。次節では，EDINETのこれまでの経緯をみたうえで「EDINET
タクソノミ」についてみてみる。
Ⅲ．EDINETと「EDINETタクソノミ」
（1）EDINETとは
　EDINETは，従来，紙媒体で提出されていた有価証券報告書，有価証券届
出書，大量保有報告書等の開示書類について，その提出から公衆縦覧に至るま
での一連の手続きを電子化することにより，提出者の事務負担の軽減，投資家
等による企業情報へのアクセスの公平・迅速化を図り，証券市場の効率性を高
めることを目的として開発されたシステムである。
　このようにして有価証券報告書等のインターネットを通して提出した開示
情報は，インターネット経由でどこからでも自由に閲覧できるようになった。
EDINETは2001年から稼働を開始し，開示書類の対象を拡大するなど年々充
実してきたが，データ形式はHTMLを採用していたため，投資家等が開示書         
類を分析等で利用するためには再入力が必要であった。
　そこで，2008年３月には有価証券報告書等の財務諸表本表にXBRLを導入
した「新EDINET」が稼働した。新EDINETでは従来と同様にインターネッ
トで開示書類を閲覧するだけではなく，提出書類の財務諸表の部分については，
XBRL形式による提出が義務化されることとなった。そして財務諸表本体につ
いては，利用者がXBRL形式のデータをダウンロードし，分析等で利用する
ことが目標とされている。
　旧EDINETによるデータは電子データであるにもかかわらず，人間が目で
見て判断しなければ使い物にならないものであったが，XBRLは情報利用者の
声を反映し，今までは電子データのなかでばらばらに表現されてきた財務情報
をXBRLで統一することにより，コンピュータによる自動処理を可能にしよ
うとするものである。それが「新EDINET」である。
　それではこのようなEDINETはどのような構造になっているのか，次にみ
てみたい。
（2）「EDINETタクソノミ」の階層構造
　EDINETでは「EDINETタクソノミ」という共通のタクソノミを用意する
ことで，企業ごとの異なる勘定科目の標準化を図っている。「EDINETタクソ
ノミ」では，過去に実際に使われた勘定科目のうち，同じ内容を表すものを集
約化した情報が設定されている。
　金融庁によると，「EDINETタクソノミ」は，全提出会社が共通的に利用す
ることができるタクソノミとする必要があるため，わが国における会計に係る
法令及び会計基準等から勘定科目を網羅的に洗い出すとともに過去数年にわた
る開示実務より抽出・選定することによって標準的な勘定科目を設定（金融庁，
2009 ; 2010a ; 2010b ; 2010c ; 2011）したものである。
　このように「EDINETタクソノミ」は財務諸表規則等各種会計基準に基づ
く勘定科目及び広く一般的に勘定科目から設定されたいわば財務諸表の雛型で         
ある。その規定している内容は①勘定科目の表示順序，②勘定科目の計算（合
計額の設定），③勘定科目の名称，④勘定科目の参照情報，⑤勘定科目の表示
パターンである。
　「EDINETタクソノミ」では，語彙層，関係層にわかれ，語彙層では，標準
となる勘定科目が要素として定義され，関係層では財務諸表等規則または業法
等の様式に準拠した要素間の関係が定義されている（金融庁，2011参照）。
①　語彙層
　語彙層は，勘定科目または報告項目の情報が定義されている階層である。勘
定科目をタグとして設定する「タクソノミスキーマ」，勘定科目の表示名称を
設定する「名称リンク」及び勘定科目の参照情報を設定する「参照リンク」が
定義されている。
②　関係層
　関係層は，勘定科目又は報告項目間の表示順序，加減算関係，親子関係が定
義されている階層である。勘定科目の定義関係を設定する「定義リンク」，勘
定科目の表示順序を設定する「表示リンク」及び勘定科目間の計算関係を設定
する「計算リンク」が定義されている。
③　企業別拡張層
　提出会社の報告書を表現する層である。提出会社がXBRL形式で書類を提
出するためには，XBRLアプリケーションソフトを用いて，企業別拡張層にお
いて，「企業別タクソノミ」を作成することになる。語彙層と関係層のタクソ
ノミを「EDINETタクソノミ」，企業別拡張層のタクソノミを総称したものを
「企業別タクソノミ」という。
　「企業別タクソノミ」は金融庁が開発した「EDINETタクソノミ」のなかに
含まれておらず，EDINETに開示書類を提出する企業が各自で作成し，XBRL
形式の財務データとともに提出するものである。EDINETへXBRL形式の財務
データを作成するということは，単に「インスタンス文書」を作成するという
ことではなく，このような「企業別タクソノミ」を作成するという作業が伴っ         
ているのである。それでは次にこの「企業別タクソノミ」の作成についてみて
みる。
Ⅳ.「企業別タクソノミ」の作成
（1）「企業別タクソノミ」の作成手順
　上記のように「企業別タクソノミ」はXBRLでEDINETに財務情報を提出
するすべての企業が作成しなければならないものである。以下，嚄井（2007）
に従って，この作成順序についてみてゆく。
①　業種別タクソノミの選択
　「EDINETタクソノミ」では，一般商工業以外に業種別のタクソノミが用意
されていて，参加企業は自らの財務諸表がどの業種に該当するかを確認して選
択する。自社がどの業種別タクソノミを選択するかが決まったら，その業種別
タクソノミが「企業別タクソノミ」を作成するベースとなる。
②　パターン別リンクベースファイルの選択
　パターン別リンクベースファイルとは，貸借対照表の貸倒引当金のように勘
定科目の設定が複数みとめられている場合のそのパターンである。貸倒引当金
は財務諸表等規則において勘定科目ごとに間接控除する方法，流動資産の部に
おいて貸倒引当金の名称で一括して間接控除する方法，および勘定科目から直
接控除する方法での開示が認められている。
　この場合において，参加企業は自社の財務諸表が利用している開示パターン
を選択することになる。
③　勘定科目表示順序の設定
　「企業別タクソノミ」では，「表示リンク」とよばれている勘定科目の表示順
序の設定が必要になる。「EDINETタクソノミ」での勘定科目の表示順序は財
務諸表等様式などの開示順序で規定されている順序である。そのため参加企業
は自社の財務諸表にあわせて表示順序を設定しなおす必要がある。         
④　「勘定科目リスト」からの科目選択
　「勘定科目リスト」は「EDINETタクソノミ」において設定されている全勘
定科目である。「企業別タクソノミ」を作成するときには，まずは金融庁が提
供している「勘定科目リスト」から自社で利用している勘定科目を検索するこ
とになる。自社の勘定科目が「勘定科目リスト」にある場合は，その「勘定科
目リスト」を参照して該当する勘定科目を「表示リンク」に追加する。それが
ない場合は，勘定科目を追加することになる。
⑤　勘定科目の追加
　勘定科目が「EDINETタクソノミ」に設定されていない場合は，「企業別タ
クソノミ」において，勘定科目を追加することにより，その企業特有の会計事
象を表現する。
　金融庁が公表した「勘定科目リスト」では，一般商工業用のほか，24業種
を選択してそれぞれの業種の企業が作成する財務諸表に特有の勘定科目を記載
したリストが示されている。
　提出会社は，財務諸表で開示する勘定科目と「EDINETタクソノミ」にお
いて標準として用意されている勘定科目とを対応づける作業が必要となる。そ
して，適切な勘定科目がない場合のみ，提出会社は，「企業別タクソノミ」上
で新規に勘定科目を追加することになる。こうしたことにまつわる問題点や課
題については後に検討する。
⑤　勘定科目の計算関係の設定（「計算リンク」）
　「EDINETタクソノミ」では，勘定科目の計算関係が設定されていて，これ
を「計算リンク」という。「計算リンク」はタクソノミスキーマで設定したタ
グの計算関係を定義するものである。「EDINETタクソノミ」では，勘定科目
の計算関係が財務諸表等様式などの開示規則に準拠して設定されている。
　貸借対照表を例にとると，流動資産合計は現金および預金や売掛金などの流
動資産に属する勘定科目の合計であり，「EDINETタクソノミ」では，このよ
うな計算関係を「計算リンク」において設定している。         
⑥　勘定科目間の概念の関係（「定義リンク」）
　XBRLでは，複数の勘定科目間概念の関係を定義することができ，これを「定
義リンク」という。たとえば，損益計算書の「売上高」は，業種によっては「営
業収益」や「営業収入」などの科目が利用されているが，これらは科目の概念
としては同じカテゴリーに含まれるものである。「定義リンク」は，タクソノ
ミスキーマで設定したタグ間のさまざまな定義関係から設定される。
　以上みたようにXBRLデータ作成のなかでは「企業別タクソノミ」の作成
が最も重要で時間のかかるところであるが，「EDINETタクソノミ」の選択と
勘定科目の選択，追加は，改めて自社の財務諸表を見直すきっかけになるもの
と思われる（五木田，2008）。こうしたXBRL自体に内在する問題点について
は後に検討する。
 （2）「報告書インスタンス」の作成
　前述の「企業別タクソノミ」の設定が終わると後はタクソノミに設定されて
いる勘定科目に金額を設定することになる。この作業が「報告書インスタンス」
の作成である。これは財務諸表の具体的な数値を入力する作業である。
　「報告書インスタンス」を作成することによって，XBRLによる財務諸表の
作成は完了する。なお，注記事項で勘定科目との関連を示す必要がある場合に
は，フットノートリンク機能を利用して注記番号を付する。
　「企業別タクソノミ」と「インスタンス文書」が完成したら，XBRL仕様が
正しいかどうかを事前に確認する必要がある。財務諸表以外も含め，完成した
データをEDINETにアップロードして提出の準備（仮登録）を行う。
　添付書類として株主総会召集通知，決議通知などの提出が必要であり，株主
総会終了後に提出することになる。
　参加企業はこのようにしてXBRLを導入してEDINETに提出する財務諸表
を作成するが，このような「EDINETタクソノミ」にはどのような課題が残
されているのか。また，このような「EDINETタクソノミ」は今後どのよう         
に発展してゆくべきなのか順次検討してゆく。
Ⅴ．XBRLのEDINETへの導入の問題点
　金融庁がXBRLを採用した背景には財務データの再利用の容易さがあると
いわれているが，そのためには「企業別タクソノミ」において各社が独自の勘
定科目を追加することが適切なのだろうか。参加企業各社が従来どおりの勘定
科目を用いることに固執するとタクソノミの拡張が大量に発生し，財務諸表の
比較可能性は今まで以上に深刻化する。
　以下，「企業別タクソノミ」として（1）新たな勘定科目を追加する場合の問
題点，（2）「勘定科目リスト」の問題点，これとは別に（3）XBRL自体に内在
する問題点を検討する。
（1）新たな勘定科目を追加する場合の問題点
　「EDINETタクソノミ」は，会計基準，規則等により規定されている勘定科
目と過去の慣例から利用頻度の高い勘定科目があらかじめ登録されている。提
出会社はXBRL作成にあたり，「EDINETタクソノミ」の勘定科目の追加，財
政状態，経営成績，およびキャッシュフローの状況を適切に表示する勘定科目
を選択し，「企業別タクソノミ」を作成することが必要になることは既にみた
とおりである。
　ただ，標準タクソノミに定義された勘定科目であれば，コンピュータは異な
る企業の財務諸表であっても，同一のものと認識し，勘定科目レベルでの比較
分析が可能である。
　しかし，標準タクソノミで定義されている勘定科目は，あらかじめどのよう
に集計，組み替えるかをプログラムすることで分析が自動化されるものの，企
業が独自に追加した勘定科目ではその比較分析が難しい。
　「EDINETタクソノミ」の勘定科目が，提出会社が使用したい勘定科目と類         
似するものの，完全に一致していない場合，勘定科目が会計的に同じ意味であ
ると判断できる場合は，「EDINETタクソノミ」の勘定科目を選択することに
なる（注1）ので問題はない。
　しかし，参加企業が似たような勘定科目を追加した場合でも，比較は不可能
である。その場合は人間が勘定科目をみて，比較するうえで同一とみなして補
正するしかない。したがって企業が独自の勘定科目を増やせば増やすほど，コ
ンピュータを使って財務諸表を分析しようとする利用者にとっては有用性が下
がるという皮肉なことになる（池田，2005b）。
　こうしたことはとくに次にみる「販売費及び一般管理費」などで顕著にみら
れる。
①　「販売費及び一般管理費」の表示
　「販売費及び一般管理費」に用いられる勘定科目は多種多様であり，提出会
社ごとに内容が異なるため，標準化が非常に難しい。現状では「販売費及び一
般管理費」の内訳を損益計算書に含めている企業と「注記事項」で内訳を示し
ている企業がある。そのためこのままで各社がXBRL化を進めると，同じ項
目でもXBRL化する企業としない企業ができることになる。
　これは「販売費及び一般管理費」は，損益計算書に詳細科目まで掲記する方法，
主要項目のみ別掲する方法，一括掲記して主要項目を注記する方法などが認め
られているためである。しかも細目科目は企業によってまちまちであり，現行
実務をそのままXBRL化した場合には，大部分が企業独自に定義しなければ
ならないことになる。そのため作成者側である企業にとっては負担が増え，利
用者側にとっては，コンピュータによる分析，とりわけ企業間比較が困難にな
る可能性がある（池田，2005a）。
　提出会社は「EDINETタクソノミ」から勘定科目を選択する場合に混乱す
ることもあるであろうが，手間がかかり投資家の利便性の低下にもつながりか
ねない勘定科目の追加をできるだけ避けるべきである。
②　兼業会社の売上等の記載方法         
　たとえば建設業者が不動産業を兼業しているような場合を考えてみる。この
ような場合の不動産業にかかわる勘定科目には，さまざまなパターンがある。
いわゆる別記事業（銀行業，鉄道業）などについては業種別標準タクソノミが
用意されている場合もあり（金融庁，2011，p.17）それを用いればよいが，用
意されていない場合には，企業独自で勘定科目を追加定義することになる。こ
れによって同一事業を営んでいながら，事業別の売上比較が自動的に行えない
といった状態が生じる可能性がある。
③　貸倒引当金，減価償却累計額
　貸倒引当金，減価償却累計額については，貸借対照表上に掲記するか注記す
るかの選択が認められている。しかし，コンピュータが処理することを前提と
すれば複数の処理方法を区別する必要があるのかどうか疑問である。
　ただ，貸倒引当金，減価償却累計額は，販売費及び一般管理費の場合と異なり，
標準タクソノミ上での勘定科目の定義そのものは一通りとした上で，表示の仕
方だけをいくつかのパターンを設定しておけば，たとえ表示の仕方が異なって
もコンピュータは同じものとして扱うことができ，企業間比較は可能になる（池
田，2011a，p.49）。このように技術的に可能なことはどんどん駆使するべきで
あろう。
　以上，検討したように新たな勘定科目を追加する場合には多々問題点がある
が，こうした新たな勘定科目を追加するといった問題点は金融庁の公表する「勘
定科目リスト」の問題と密接に関係する。そこで次にこの「勘定科目リスト」
の問題点について検討する。
 （2） 「勘定科目リスト」の問題点
　金融庁は「EDINETタクソノミ」に設定されている勘定科目を一覧した「勘
定科目リスト」（金融庁，2011）（注2）を公表している。これによって開示され
る財務諸表上の勘定科目の標準化を推進し，同じ財務内容に対して企業により
使用する勘定科目が異ならないように誘導し，情報利用者がEDINETから入         
手した財務情報を直接分析に用いる際の実効性を高めようとしているのであ
る。
　金融庁が公表した「勘定科目リスト」には，一般商工業用のほか，24業種
を選択してそれぞれの業種の企業が作成する財務諸表に特有の勘定科目を記載
したリストが示されている。
　「勘定科目リスト」に記載された標準的な勘定科目は「A群勘定科目」と「B
群勘定科目」に分類されている。「A群勘定科目」は財務諸表の表示方法を定
めた規則ならびに一般に公正妥当と認められた企業会計の基準などに記載のあ
る勘定科目である。「B群勘定科目」は，有価証券報告書等の開示実務におい
て広く一般的に使用されている勘定科目である（注3）。
表１：人件費に関する「Ａ群勘定科目」と「Ｂ群勘定科目」
「A群勘定科目」：財務諸表の表示方法を定めた規則ならびに一般に公正妥当と
認められた企業会計の基準などに記載のある勘定科目
　役員報酬，給料，賃金，手当，賞与，福利厚生費，賞与引当金繰入額，役員
退職慰労引当金繰入額，役員賞与引当金繰入額，退職給付費用
「B群勘定科目」：有価証券報告書等の開示実務において広く一般的に使用され
ている勘定科目
　人件費，給料及び手当，給料及び賞与，給料及び賃金，賞与及び手当，従業
員給料，従業員賞与，従業員給料及び賞与，従業員給料及び手当，報酬及び給
与手当，役員報酬及び給与手当，退職金，退職給付引当金繰入額，役員退職慰
労金，雑給，法定福利及び厚生費，法定福利費
　表１は人件費に関する「A群勘定科目」と「B群勘定科目」を列挙したもの
である。参加企業はこれらの勘定科目のなかから自社の「企業別タクソノミ」
に取り入れる勘定科目を選択することになる。
　しかし，このように「勘定科目リスト」をみる限り利用者の視点からの勘定         
科目の標準化というよりも，従来の表示をできるだけ継続しつつ勘定科目の追
加作業をできるだけ低減する為に，できるだけ多くの勘定科目を「EDINET
タクソノミ」に取り込む配慮が優先しているように思われる。
　勘定科目の数が多くなれば，同じ財務内容の情報が企業により別々の勘定科
目に表示されて財務諸表に表示される可能性が高くなる。しかし，勘定科目の
選択肢が少なすぎると適切な開示が損なわれるが，かといって多すぎると情報
利用者が分析の前に判断しなくてはならない要素がそれだけ多くなる（田宮，
2009）というジレンマにある。
　金融庁は「勘定科目の取扱いに関するガイドライン」Ｑ９において，
「EDINETタクソノミ」に用意されている勘定科目を各提出会社が自由に追加
しても，提出会社が新規に追加する勘定科目は，「A群勘定科目」，「B群勘定
科目」としての標準化の重要性がないからこそ新規に追加するという状況にあ
り問題がない（金融庁，2011，p.16）としているが，それほど各企業の使用す
る勘定科目に恣意性が排除されているかどうか疑問である。
　金融庁が予定するとおり標準的な勘定科目を使用する努力を行ったうえで企
業独自の勘定科目を追加するならば，たしかにその企業の財務状況をより適切
に開示する手段になるかもしれない。しかし，企業がその趣旨を理解せず，単
に前年度からの勘定科目の継続性を保つためだけの目的で企業独自の勘定科目
を追加した場合，情報利用者に無理な負担を強いることになる。
　提出会社が「EDINETタクソノミ」を参照し，財務諸表規則等にもとづいて，
表示科目を見直すように仕向けなければならない。安易な勘定科目の追加は，
情報利用者が複数の企業の財務諸表をEDINETから入手して一括して比較分
析しようという目的にとって大きな障害となるからである。
　XBRLの採用により情報利用者はEDINETから入手した財務情報をそのま
ま自分のパソコンに取り込んで，企業間の比較分析を行うことができる。しか
し，実質的に同じ財務内容を示す情報が，企業により異なる勘定科目を用いて
財務諸表上に表示されているとすれば期待される効果が大きく損なわれるどこ         
ろか，逆効果となってしまう可能性すらあるのである。
（3）XBRL自体に内在する問題点
　XBRLという新たなツールを導入すること自体は参加企業にとって新たな負
担になることは否めない。以下，金融庁が実施したパイロットテストの結果（金
融庁，2008 ; 五木田，2008）（注4）にしたがって参加企業が陥った誤りについて
みてみたい。
①　区分表示を示す勘定科目を追加している場合
　「EDINETタクソノミ」では，たとえば，「有価証券売却益」や「有価証券
売却損」のような勘定科目を別立てて表記する項目や区分表示する項目につい
ては，独立の項目として別々に設定することになっている。
　しかし，区分損益を示す勘定科目については，その名称のみを設定し，「利益」
なのか「損失」なのかの判断は，金額のプラス，マイナスで行うのがXBRL
の仕様である。たとえば，「営業利益」などの区分損益を示す勘定科目につい
ては，「営業利益」のみ設定し，「利益」なのか「損失」なのかの判断は，金額
のプラス，マイナスで行うのがXBRLの仕様である。
　パイロットテストでは，この区分損益を示す勘定科目を追加している例が見
受けられたことが報告されている（金融庁，2008 ;五木田，2008）。これは「勘
定科目リスト」で，たとえば「営業損失」がなかったために追加したものであっ
たと考えられる。
②　英語名の不一致による勘定科目の追加
　「勘定科目の取り扱いに関するガイドライン」Ｑ８では，「EDINETタクソ
ノミ」に使用したい日本語名称をもつ勘定科目が存在する場合，当該勘定科目
の英語名が使用したい英語名称と異なる場合においても原則として当該勘定科
目を使用することにされている（金融庁，2011，p.15）。
　パイロットテストでは，英語勘定科目名が「EDINETタクソノミ」と異なっ
ていたため，提出会社独自で勘定科目を追加しているケースが見られた（金融         
庁，2008 ; 五木田，2008）が，本番稼動後はどうであろうか，今後の調査が必
要になろう。
③　「報告書インスタンス」での金額設定
　「報告書インスタンス」では円単位でデータを記載し，decimals（デシマル）
値「－3」で表示桁数を制御する。たとえば，「流動資産4，533千円」という場合，
千円単位の金額をインスタンス上の値として記載する場合には「0」を補完し，
「4533000」と円単位で表記してdecimals「－3」で表示桁数を制御する。
　パイロットテストでは，このような表示単位とdecimals値の取り扱いが誤っ
た例が見受けられたようである（金融庁，2008 ; 五木田，2008）が，このよう
な誤りはXBRLを導入したがために生じた致命的な誤りであろう。
④　「表示リンク」または「計算リンク」における設定誤りまたは設定漏れ
　XBRLでは，「EDINETタクソノミ」の勘定科目のなかから必要なものを選
択し「企業別タクソノミ」を作成するが，その過程で「表示リンク」および「計
算リンク」を作成することについては既にみたとおりである。
　EDINETでは「表示リンク」の誤りは，HTMLに変換した財務諸表の表示
を確認することで発見されることもあるが，「計算リンク」の誤りは，設定し
た計算関係にもとづき，XBRLソフトウエアで検算を行わなければ発見できな
いという難点がある。
　以上ですべてを尽くしたわけではないであろうが，XBRLを導入することで，
このようにXBRL自体に内在する誤りが生じることは否めない。今後も参加
企業の調査を続けてゆくことが必要となる。
　以上，XBRLをEDINETに導入する際に生じるさまざまな問題点について
検討した。次節においては，こうした考察を踏まえて，XBRLのEDINETへ
の導入の課題について展望する。         
Ⅵ．XBRLのEDINETへの導入の課題と展望
　EDINETから企業の財務情報がXBRLでダウンロードできるようになると
再入力という障壁が取り除かれることになる。これは財務情報の利用面で今後
大きな影響を及ぼすものと考えられる。財務分析の専門家でない個人投資家な
どでも，財務分析の知識とXBRLツールさえあれば容易に財務分析ができる
ようになるであろう。
　しかし，紙の時代であれば投資家の利便性向上に資すると考えられる表示で
あっても，コンピュータでの分析を前提としたXBRL化された財務諸表の場
合には，それがかえって投資家の利便性を損ねてしまう可能性があることは既
に検討したとおりである。
　それでは今後，「EDINETタクソノミ」や「勘定科目リスト」はどのように
してゆくべきか。あるいはXBRLの技術的な側面のコストベネフィットはど
のように考えてゆくべきか。さらにXBRL化の対象範囲を拡大していこうと
する（池田，2005a；坂上，2008など）ことは妥当なのか。
　以下，（1）「EDINETタクソノミ」ないし「勘定科目リスト」の課題と展望，
（2）XBRL自体に内在する課題と展望，（3）XBRL化の対象範囲の拡大につい
ての課題と展望について言及する。
（1）「EDINETタクソノミ」ないし「勘定科目リスト」の課題と展望
　金融庁がXBRLを採用した背景には財務データの再利用の容易さがあるこ
とをあげている。そのためには各社が共通の勘定科目を利用すること，すなわ
ち参加企業は「EDINETタクソノミ」の変更を行わないことが望ましいこと。
逆に参加企業各社が従来どおりの勘定科目を用いることに固執するとタクソノ
ミの拡張が大量に発生し，財務諸表の比較可能性は今まで以上に阻害される可
能性があることは既に指摘したとおりである。
　前節での検討を踏まえると提出会社の財政状態，経営成績，キャッシュフロー         
の状況を適切に表示する限り，極力「EDINETタクソノミ」を用いたほうが，
提出会社，財務諸表利用者の双方にとってメリットがあると思われる。
　従来の勘定科目の表示方法が適切であったかどうかを考慮し，適切でないと
判断される表示が可能となる勘定科目は，たとえその勘定科目を用いて財務諸
表を作成してきた企業が多くても，「勘定科目リスト」に記載しないようにし
てゆく必要（田宮，2009）があろう。
　安易な勘定科目の追加は，情報利用者が，複数の企業の財務諸表を
EDINETから入手して一括して比較分析しようという目的にとって大きな障
害となる。したがってそのような勘定科目の追加を最小限に抑えるとともに，
追加した勘定科目を情報利用者に明確に知らせること，具体的には勘定科目を
追加した場合，それを有価証券報告書で注記するなどの工夫が必要となろう。
「勘定科目リスト」に勘定科目を追加して「企業別タクソノミ」を作成した場合，
追加した旨，追加した科目，追加した理由を有価証券報告書に注記するべきで
ある（田宮，2009）。
　勘定科目を追加するか否かの選択を企業にゆだね，その妥当性について外部
からのチェックがないままでは，機械的な比較が不可能な勘定科目が財務諸表
に不必要に増加する恐れがあり，ひいては財務諸表の開示にXBRLを採用し
た意義が失われる可能性がある（田宮，2009）。
　提出会社は「EDINETタクソノミ」を参照し，財務諸表規則等にもとづいて，
表示科目をみなおすべきである。そして，金融庁は企業間の比較可能性を低下
させる恐れがある勘定科目の使用については，多くの企業が使用してきた勘定
科目であっても「勘定科目リスト」の「Ｂ群勘定科目」から除くべきである（田
宮，2009）。また，同じ財務内容について複数の表示方法の中から企業が選択
できる規定を見直す必要があろう。
　また既に検討したように，現状では「販売費及び一般管理費」の内訳を損益
計算書に含めている企業と「注記事項」で内訳を示している企業があるが，こ
のままで各社がXBRL化を進めると，同じ項目でもXBRL化する企業としな         
い企業ができることになり，そのため作成者側である企業にとっては負担が増
え，利用者側にとっては，コンピュータによる分析とりわけ企業間比較が困難
になる可能性があることは既に指摘したとおりである。
　こうした「販売費及び一般管理費」は，同一の意味または意味の差異が僅少
な場合には「EDINETタクソノミ」の勘定科目を選択し，重要な意味の差異
がある場合には開示レベルを落とさない範囲内で組替を行い，「EDINETタク
ソノミ」の勘定科目を選定できるようにするなどの工夫を行う（池田，2009）
ことで，参加企業の独自の勘定科目の追加を減らしてゆくことが必要であろう。
　　　　
（2）XBRL自体に内在する課題と展望
　金融庁がXBRLを採用した背景には財務データの再利用の容易さがあるこ
とをあげているが，たしかにXBRLで記述された財務諸表は，利用者が自由
に加工できる。たとえば，日本基準で作成された財務諸表の勘定科目の表示順
序を変更することで，一見，米国基準の財務諸表であるかのように表示するこ
とはできる。
　しかしXBRLで記述された財務諸表は，個別の勘定科目のもつ概念やその
勘定科目に含まれる個別取引の内容まで変換することはできない。たとえば，
「支配力基準」によって連結財務諸表を作成している IFRSや日本の基準と「持
株基準」によって連結財務諸表を作成しているFASBの基準について，XBRL
を利用したからといって，持株基準の連結財務諸表が支配力基準の連結財務諸
表に自動的に組み替えることができるわけではない（白田，2007）のである。
このようにXBRL化することによって何もかも変換できるというわけではな
いし，二次利用といっても限界があり，万能でないということはいうまでもな
い。
　また，EDINETから企業の財務情報がXBRLでダウンロードできるように
なると再入力という障壁が取り除かれ，個人投資家などでも，容易に財務分析
ができるようになるかもしれない。しかし，既に検討したような「EDINET         
タクソノミ」や「勘定科目リスト」の問題から比較可能性の確保が難しく，逆
効果になることすらあり得る。さらにXBRLツールを持ち合わせている人口
が少ない現時点では，EDINETに掲載されたXBRLデータを二次利用する個
人投資家はほとんど存在しないのが現状であろう。こうした現状のままXBRL
化のみを推進しようとするのは必ずしも得策ではないであろう。
　提出側のEDINET参加企業もXBRL自体に内在する問題により，既に前節
で検討したように次のようなさまざまな誤りに陥っているのが現状である。た
とえば，
・勘定科目の選択にあたり，「EDINETタクソノミ」の勘定科目を使用せずに，
同等の勘定科目を独自の科目として追加している企業
・「企業別タクソノミ」の設定にあたり，「計算リンク」の設定を誤っている又
は設定が漏れている企業
・「報告書インスタンス」での金額設定にあたり，入力値の桁数を誤って設定
している企業
など。こうした誤りはXBRLを導入したからこそ生じた誤りであり，こうし
た例は，XBRL化することでうたわれるメリットに対するデメリットである。
　今後はEDINET参加企業がこのような誤りに陥らない為の技術的な側面で
の工夫と参加企業の便宜をも考慮してゆく必要があろう。上記のような限界を
認識したうえでXBRL化を推進すべきであり，XBRL化のコストベネフィット
を勘案してこそ導入の意義があるというものであろう。
（3）XBRL化の対象範囲の拡大についての課題と展望
　現時点の「EDINETタクソノミ」では，財務諸表本体のみしかカバーされ
ておらず，注記や付属明細票については，従来のHTML形式のデータを参照
するしかない。現在EDINETのXBRL化は財務諸表本体に限られており，今
後は注記事項，附属明細表などへの対象範囲の拡大が期待されている。また，
将来的には有価証券報告書，半期報告書，四半期報告書の全体になることを期         
待する考え方もある（坂上，2008など）。
　さらに，財務諸表に会計基準が存在するように有価証券報告書の例えば「事
業の状況」などに記載される定量的情報（非財務情報）についても，一般およ
び業種別に「一般に公正妥当と認められた基準」に相当するものを開発し，そ
れに準拠して，有用でかつ比較可能な記載を行うための枠組みを考える必要が
ある（池田，2005aなど）とした考え方もある。
　しかし，こうしたXBRL化の対象範囲の拡大には，ここまで検討したよう
な「EDINETタクソノミ」および「勘定科目リスト」の問題点と同じ問題が
生じる可能性があるし，また既に検討したXBRL自体に内在する問題点をも
考慮して慎重に進めるべきであろう。このように，単にXBRL化の対象範囲
の拡大といっても多くの課題が残されている。
　さらに，米国式連結財務諸表を作成している企業（注5）では，個別財務諸表
についてのみXBRL化されており，連結財務諸表についてはHTML形式によ
り作成している。これはUS-GAAPにもとづくタクソノミの取り扱いが未確
定であったからである。しかし，SEC（米国証券取引委員会）は，2009年以
降に決算期をむかえる報告書からXBRLを導入することを表明しており，US-
GAAPにもとづくタクソノミも用意されている（US Securities Exchange
Commission，2011）。わが国企業も今後は，EDINETにおいてSECに提出さ
れるXBRL形式の連結財務諸表をそのまま受け入れるのか，またその場合の
日本語の勘定科目の設定についてどのような取扱いにするのか等が検討課題と
なろう。
　中長期的には IFRS（国際財務報告基準）（International Accounting Com-
mittee Foundation，2011）への対応も課題となろう。多くの国の会計基準が
IFRS へ収斂してゆくなかで，我が国において IFRSが強制された場合には，
EDINETにおいても IFRSにもとづくタクソノミを受け入れることになろう
が，日本語の対応や勘定科目の拡張の取り扱いなどタクソノミの運用面での課
題が残る。          
Ⅴ．おわりに
　以上，第Ⅱ節においてXBRLの基本概念について確認したうえで，第Ⅲ節
においてはEDINETと「EDINETタクソノミ」について検討した。第Ⅳ節に
おいては，「企業別タクソノミ」の作成手順について述べ，第Ⅴ節においては，
EDINET参加企業が「企業別タクソノミ」として新たな勘定科目を追加する
ことの問題点，および金融庁の「勘定科目リスト」の問題点，さらにXBRLそ
れ自体に内在する問題点について検討し，第Ⅵ節においては，今後，「EDINET
タクソノミ」ないし「勘定科目リスト」はどのようにあるべきかを展望し，
XBRLの技術的側面からXBRLを導入することのコストベネフィットを検討
したうえで，XBRLの対象範囲の拡大といったことにも言及した。
　会計は常に情報技術の先端部分との接点を保ち続けているといえる。XBRL
との接点もそのひとつである。今後はXBRLの技術仕様を有効に活用するた
めに，XBRL化を前提とした開示規制が不可欠になるであろう。また今後，企
業のXBRLを導入したEDINETの精緻化のためには，本稿で検討したような
XBRLの議論が前提となるとともに，企業が財務諸表の利用者にどのような情
報を提供しているのか，常に調査してゆくことが必要になろう。
　法的な強制で提出会社は新EDINETに対応するが，それを行政側の利便性
にのみにとどめずに，広く一般投資家にもその利便性を享受できる方策が求め
られる。情報利用者が企業の財務情報をEDINETから入手して直接利用する
新たな環境に対して，整合性の高い開示制度を少しでも早く確立しなければな
らない。
　EDINETへのXBRLの導入が成功するか否かは，今後どのような標準タク
ソノミを準備することができるかということと，有価証券報告書等提出会社が
どの程度までXBRLに対応できるかということにかかっている。
　「EDINETタクソノミ」の標準化については現在のところどのようなものに
なるかは不明である。すなわち、今後は会計基準や財務諸表等規則に定められ         
た勘定科目のみを定義していくのか。企業独自の「拡張」を極力減らすために
実務上広く使われている勘定科目も含めていくのか。あるいは絞込みをしてい
くのか。業種別タクソノミはどこまで用意されていくのか等を検討してゆく必
要があろう。
　さらに今後は IFRSタクソノミ，US-GAAPタクソノミとのコンバージェン
ス問題も取り上げて検討していくべきであろう。
注記
（1）「勘定科目の取り扱いに関するガイドライン」Ｑ５では，「EDINETタクソノミ」の勘定科
目が，提出会社が使用したい勘定科目と類似するものの，完全に一致していない場合の取り
扱いについて，次の３つの考え方を示している。
①　同一意味であり，名称のみが異なる場合
　使用したい勘定科目が，「EDINETタクソノミ」の勘定科目と同一意味の場合，「EDINET
タクソノミ」の勘定科目を使用する。
　例：「現金・預金」→「現金及び預金」を選択する
②　意味は異なるが，その差異が軽微である場合
　「EDINETタクソノミ」の勘定科目と使用したい勘定科目との意味の差異が軽微である
場合，「EDINETタクソノミ」の勘定科目を使用する。
　例：「商品及び製品等」→「商品及び製品」を選択する
　（「等」は商品及び製品以外が軽微である場合にのみ用いられていると判断されるため）
③　意味が異なり，その差異が重要である場合
（a）使用したい勘定科目が，「EDINETタクソノミ」の勘定科目よりも広い意味の場合
　「EDINETタクソノミ」の勘定科目を使用し，使用したい勘定科目との差の部分を他の
勘定科目へ振り替える。
　例：「のれんおよびその他の無形固定資産」→「のれん」以外は「その他」（無形固定資
産）に振り替える
（b）使用したい勘定科目が，「EDINETタクソノミ」の勘定科目よりも狭い意味の（詳細
　情報）の場合
　その意味の差異を他の勘定科目と合算することにより補完できるまたは注記等を付すこ
とで差異を明らかにすることができる場合には，「EDINETタクソノミ」の勘定科目を使
用する。
　例：「～（訴訟名）和解金」→「訴訟和解金」を選択し，内容を注記する
　（金融庁「勘定科目の取り扱いに関するガイドライン」2011年，pp.11-12。）
（2）執筆の時点で最新の「勘定科目リスト」は2011年５月16日時点で「2011年版EDINETタ         
クソノミおよび関連資料」の１つとして金融庁のホームページ上で公開されている。
（3）「A群勘定科目」で考慮されている規則は以下の通りである。
　財務諸表規則，四半期財務諸表等規則，中間財務諸表等規則，連結財務諸表規則，四半期連
結財務諸表規則，中間連結財務諸表規則
　　「B群勘定科目」とは，「A群勘定科目」以外で，有価証券報告書等の開示実務において広
く一般に使用されている勘定科目である。具体的には有価証券報告書，四半期報告書，半期
報告書および有価証券届出書において，実際に使用されている勘定科目より下記の2つの手
順を経て選定されている。
　　ステップ１．勘定科目の標準化　　意味的重複の有無
　　ステップ２．出現頻度判定　　出現頻度
　　（金融庁「勘定科目の取り扱いに関するガイドライン」2011年，p.6。）
（4）金融庁は，平成20年３月17日より新EDINETを稼動させ，同年４月１日以後に開始する
事業年度に係る開示書類より，XBRL形式による財務諸表の提出を導入した。この7月～ 8
月においては，パイロットテストとして，3月決算会社の第１四半期に係る四半期報告書に
おいて，約2,700社からXBRLデータの提出が行われた。
　　XBRLの提出は大きな混乱もなく順調に行われたが，提出されたXBRLデータの一部にお
いて改善すべきと思われるものが発見された。
　　金融庁は実施したパイロットテストの結果について，平成20年10月21日に「第一四半期
に係る四半期報告書におけるXBRLデータの提出結果について」（金融庁，2008）として公
表している。
（5）金融庁は，米国証券取引委員会に米国式連結財務諸表を登録している日本企業は，証券取
引法上の連結財務諸表の作成基準として，米国基準を用いることを認める措置をとっている。
　　そして，上記に該当する企業は、現時点ではEDINETに提出する個別財務諸表部分につ
いては，XBRL形式で財務諸表を提出する必要があるが，米国式連結財務諸表については
XBRL形式により提出する必要はなく，従前通りHTML形式により提出することになって
いる。
　　SEC（米国証券取引委員会）は，2009年以降に決算期をむかえる報告書からXBRLを導
入することを表明しており，US-GAAPにもとづくタクソノミも用意したが，わが国の今後
の対応が検討課題となろう。
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